　　　年　　　月　　　日
那覇市長　宛
住　所　
法人名　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　印

財 産 処 分 等 承 認 申 請 書

　　 　年 　　月 　　日付　　 　　　　により交付決定のあった　　 　　　により取得（又は効用の増加）した財産を下記のとおり処分したいので　　　    　　に基づき承認していただくよう申請します。

	１ 施設名
	２ 所在地
	３ 施設種別
	４ 定員

	
	
	
	

	5-1 建物構造
	5-2 延面積
	5-3建築面積
	5-4 財産処分に係る面積

	
	
	
	

	6-1　補助内容
	6-2 総事業費
	6-3 補助額全体
	6-4処分に係る補助相当額

	
	
	
	

	7-1 工事完了日・納品日
	11 処分の内容
	12 処分予定年月日
	13 経過年数
	14 処分制限期間

	
	
	
	
	

	[bookmark: _GoBack]*15は財産処分の種類が譲渡の場合のみ記入ください

	15-1 評価額
	15-2評価額の算出方法
	15-3譲渡予定額

	
	定率法・定額法・不動産鑑定
	

	16 経緯及び処分の理由

	・処分する理由や背景を誰が読んでも理解できるように具体的かつ分かりやすくまとめること。
・必要に応じて法律や規則、事業方針、社内決議などの根拠を記載すること。
・なぜ処分が必要か（例えば老朽化、用途廃止、経営合理化、法令遵守など）、処分方法の選択理由も記
入すること。
・申請に至るまでの状況や経過を簡単にまとめること。
事業所を廃止とする場合、廃止予定日、廃止後の賃借物件の用途（所有者へどのように扱うかを
確認してください。）等、細かく詳細を書いてください。
・所有権の移転（借家人による造作買取請求含む）がある場合は、所有者が誰から誰へ移転し、新
しい所有者が補助物件をどのように使用するか詳細を書いてください。
・有償譲渡であるか無償譲渡であるかを明記してください。





